
各分科会への付託について 

 

下表左欄に掲げる調査審議事項については、財政制度等審議会議事規則第８条第２

項に基づき、下表右欄に掲げる分科会に付託することとする。 

また、当該調査審議事項に係る議決については、同条第３項に基づき、分科会の議

決をもって審議会の議決とすることとする。ただし、特に重要な事項については、こ

の限りではない。 

調査審議事項 分科会 

１．国の予算、決算及び会計の制度に関する事項 

２．特別会計の情報開示に関する省令（平成１９年財務省令

第３０号）第１条の規定により審議会の権限に属させられ

た事項 

財政制度分科会 

１．国家公務員共済組合の制度に関する事項 

２．国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７

号）第１１条の３第２項の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項 

国家公務員共済組合分科会 

１．財政投融資制度、財政投融資計画及び財政融資資金に関

する事項  

２．財政融資資金の債権の条件変更等に関する法律（昭和２

２年法律第１２９号）、財政融資資金法（昭和２６年法律第

１００号）及び財政融資資金の長期運用に対する特別措置

に関する法律（昭和４８年法律第７号）の規定により審議

会の権限に属させられた事項 

財政投融資分科会 

１．たばこ事業及び塩事業に関する事項 

２．たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）及びたばこ事

業法施行令（昭和６０年政令第２１号）の規定により審議

会の権限に属させられた事項 

３．エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法

律第４９号）第１７条第５項、第２８条第５項、第３９条

第５項、第１１２条第３項及び第１１６条第３項の規定に

基づき審議会の権限に属させられた事項 

４．資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第

４８号）第２５条第３項の規定に基づき審議会の権限に属

させられた事項 

５．容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する

法律（平成７年法律第１１２号）第７条の７第３項の規定

に基づき審議会の権限に属させられた事項 

６．「最近のたばこ事業を巡る状況を踏まえた、日本たばこ産

業株式会社の経営のあり方、たばこ事業への公的関与のあ

り方等、たばこ事業を巡る諸課題について」に係る事項（平

成１３年１月３０日付諮問） 

たばこ事業等分科会 

１．国有財産の管理及び処分に関する基本方針その他国有財

産に関する事項 

２．国有財産法(昭和２３年法律第７３号)及び国の庁舎等の

使用調整等に関する特別措置法(昭和３２年法律第１１５

号)の規定により審議会の権限に属させられた事項 

国有財産分科会 

 

資料５ 


